
資産除去債務に関する
会計基準への実務的対応



賃貸等不動産の時価等の
開示に関する会計基準

資産除去債務に関する
会計基準



資産除去債務に資産除去債務に
関する会計基準関する会計基準



資産除去債務とは?

有形固定資産の取得、建設、開発又は
 通常の使用によって生じ、当該有形固

 定資産の除去に関して、法令又は契約
 で要求される法律上の義務及びそれに
 準ずるもの。



①いつ資産の除去が発生するのか？

実務上のポイント

②いくら除去費用が発生するのか？

③合理的な見積りが困難な場合

④どんな準備が必要か？



Ａ．監査対応方針の検討

Ｂ．債務見積のための情報整理

(a) ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(b)  ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(c)  ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(d)  ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(e)  ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(ⅰ)  ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(ⅱ)  ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(ⅲ)　 ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(ⅳ)  ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(ⅴ) ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(ⅵ) ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

Ｃ．債務の見積手法の検討

(a)  ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

(b)  ･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

Ｄ．専門分野のベンダーへの発注・取り纏め

Ｅ．債務の概算見積

Ｆ．･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

Ｇ．･･･・・・・・・・・・・・・・・・・・

資産除去債務に関する会計基準への対応　想定スケジュール（案）

6月 7月

　資産除去債務に関する会計基準への対応

3月
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2010年

4月 5月
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TUPのCRE戦略コンサルティング業務

CRE戦略は本来会計的見地のアプローチでありながら、不動産特有の事

 
項・ソリューションが多い

TUPでは大手監査法人、外資系コンサル、大手金融機関等出身の経験豊

 
富な公認会計士、不動産鑑定士、一級建築士等がチームとして対応

経験豊富な会計と不動産のプロがチームとして対応経験豊富な会計と不動産のプロがチームとして対応経験豊富な会計と不動産のプロがチームとして対応

戦略の立案のみならず実践してこそコンサルというポリシー

クライアントと一体となり、かつ、各ベンダーへの発注・取りまとめ窓口となりCRE戦略推進を徹底サポート

監査対応から不動産のソリューション提供まで幅広いサービスラインアップ

戦略立案から実践までワンストップの徹底したサポート戦略立案から実践までワンストップの徹底したサポート戦略立案から実践までワンストップの徹底したサポート

TUPではクライアントとの中長期的かつ継続的な関係の構築をポリシーとして業務提供を行っております

中長期的かつ継続的な視点でのコンサルティング中長期的かつ継続的な視点でのコンサルティング中長期的かつ継続的な視点でのコンサルティング
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